
申請者 矢巾町

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

2 申請者の住民票又は法人登記履歴事項全部証明書 □ □

3 申請等に係る権限の委任状【要領様式第１号】 □ □

4 家屋所有者からの設置承諾書【要領様式第２号】
及び賃貸借契約書の写し □ □

□ □

□ □

□ □

6 補助対象設備の設置個所及び家屋の見取図 □ □

7 補助対象設備のカタログ、パンフレット等の写し □ □

8 補助対象設備の申請者に町税の未納がないことの証明書 □ □

9
補助対象設備を設置する家屋の不動産登記事項証明書
※登記の予定がない場合は、当該家屋に固定資産税が課されていることが明らかな書
類又は当該家屋の工事請負契約書若しくは売買契約書を提出すること

□ □

10 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 □ □

矢巾町　自家発電型太陽光発電設備等設置補助金
チェックリスト（交付申請時）

・申請には下記の書類が必要です。他の書類での代用はできません。受付は窓口に直接提出か郵送で承ります。
・書類への記入は黒ボールペンでお願いします。消えるボールペンは不可です。修正液不可。
・書類不備の場合は受領せずに返却します。
・各必要書類とチェック項目に該当する場合は申請者チェック欄にチェックをしてお持ちください。
※矢巾町記入欄にはチェックを入れないようにお願いいたします。
・署名（自筆）の場合には原則押印不要ですが、記名の場合には押印が必要です。また、押印の際はすべ
て同じ印鑑でお願いします。（スタンプ印は不可）

各補助対象設備は商用化されており、中古品ではない

太陽光発電設備は屋根置きのものか

蓄電池は太陽光発電設備の付帯設備となっているか（単独で設置は補助対象外）

設置工事に係る契約日が令和8年4月1日以降であること

申請者について記載がある証明書であるか

蓄電池は、発電した電気を蓄電するもので、平時において充放電を繰り返すものであるか

太陽光パネル公称最大出力の記載があるか

FITまたはFIPの制度を利用していない

自家消費率：家庭用30％以上、事業用50％以上であるか

家屋の全景が見えるものか

設備等の内訳の記載があるものか

パワーコンディショナーの定格出力の記載があるか

№

専用住宅又は事業所に、補助対象設備に対する国、県又は町から同種の補助金の交付を受
けていない又は受ける予定がないこと。

補助対象設備の設置に係る見積書の写し

1 交付申請書【要綱様式第１号】

申請者の代理人として、補助金制度の申請手続、補助金の請求及び受領に関することの権
限を委任されている場合に必要（本人申請の場合は不要）

補助対象設備を設置する家屋が申請者の所有ではない場合に必要

内容チェック項目
チェック欄

必要書類

5

接続供給（自己託送）は行わないものか

交付対象事業により取得した温室効果ガス排出削減効果について、J-クレジット制度へ登
録はしないものか

□ □
年間総発電電力量（見込）　：　　　kWh/年…(A)、年間電力消費量：　　　　kWh/年…(B)
したがって、自家消費率 ： （B）÷（A）×100＝　　　　％

蓄電池は、実施要領別表「定置型蓄電設備の仕様」に定める仕様に適合するものか

個人設置の場合、設置上限は10kW未満であるか、
事業者で、20kW以上のものを設置する場合、町民環境課に事前に相談したか

設備仕様が分かる書類であるか

設備を設置する家屋の所有者と申請者は同一であるか

町税の未納はないか（矢巾町からの課税がない場合は不要）

蓄電システム単価が、種類に応じ、下記の金額以下となるように、調査検討したか。
（例：目標金額を提示した上で見積依頼する、見積合わせを実施するなど）。
※調査検討を行った結果、下記の金額を超過することとなっても申請は可能。
（家庭用）１２.５万円/kWh（工事費込み・税抜き）
（業務用）１１.９万円/kWh（工事費込み・税抜き）


